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教 師集 団 の指導活 動 と学校経 営上 の諸要 因

との関連性 について

地震防災教育に関する調査結果から

1問 題

本研究は,東 京都および静岡県下で実施 した,小 学校における地震防災教育体制に関する

アンケート調査の結果を手掛 りにしながら,学 校組織における教師の指導活動,す なわち,

教師集団の指導目標の共有化や指導活動の実施に寄与する学校経営のあ り:方について検討を

行なお うとするものである。

本研究において,地 震防災教育をとりあげる理由は,第1に は,東 京都,静 岡県をはじめと

する東海地方においては,大規模な地震の発生が懸念されてお り,この地域では,学 校におけ

る地震防災教育に対する取 り組みが大きな課題になっていることがあげられる。事実,『学童

に対する防災教育のあ り方に関する研究 一 小学校防災教育体制の 第一次調査報告一 』

(昭和57年 度文部省科学研究費補助金 ・自然災害特別研究)に よると,東 京都,静 岡県の小

学校では,地 震災害の可能性の認知,お よび,地 震災害に対する不安度では,他 の府県(た

とえば,大 阪府,兵 庫県)と 比較して,顕 著に高い回答率を示 している。すなわち,こ の2

都県の小学校においては,地 震災害の発生可能性が高 く,し かも地震災害に対する不安が高

まっているのである。それゆえ,こ の地域において,地 震防災教育を組織化 してい くことが,

学校におけるひとつの課題であると考えられる。第2に は,地 震防災教育は,個 々の教師の

指導活動にのみまかぜられるべきものではなく,全 校的な取 り組みが必要とされることをあ

げることができる。地震防災教育には,学 校としての地震防災計画の策定,教 職員の防災体

制上の役割の明確化,全 校的な防災訓練の実施等を必要 とするのである。さらに,地 震防災

教育のすすめ方については,教 育委員会によって,手 引き書や副読本等が刊行されているも

のの,学 校現場においては,そ れについての効果的,あ るいは範例的な方法が見出されてい

ないことも:考えあわせると,学 校における地震防災教育に対する取 り組み:方について,学 校

間の相違が生 じやすい上に,そ の相違が教師 レベルにおける地震防災教育に関する指導活動

に,比 較的明確な影響をおよぼすのではないかと予想 されるのである。

それゆえ,地 震防災教育は,現 在の教育課程の中では,た しかに特殊な分野であるが,こ

の特殊分野における学校経営上の問題を分析することを通 して,他 の領域における学校経営

のあ り方を検討する有益な手掛 りになると:考えられるのである。

具体的な調査結果の検討にはいるまえに,従 来の学校組織に関する研究動向をさぐり,そ
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の問題点を指摘 しながら本研究の位置づけを明らかにしておきたい。

豆 学校の組織的特性に関する研究動向とその問題点

学 校 組 織 に つ い て も,他 の 組 織 と同 様 の 組 織 構 造 論 的 枠 組 か らの実 証 的 研 究 がい くつ か な

され て き て い る。

た と え ば,Hoyetal.(1977)は,校 長 に対 す る 教 師 の 忠 誠 度(10yality),お よ び エ ス プ

リ(esprit)と,学 校 組 織 構 造 との 関 連 を検 討 して い る。 エ ス プ リとは,Halpin(1966)に

もとつ く概 念 で あ り,モ ラ ール(morale)と ほ ぼ対 応 す る概 念 で あ る。 同 様 の 実 証 的研 究 と

し て は.Miskeletal.(1979)や,Nierenbergeta1.(1977),Grassieeta1.(1973)等

が あ る。 しか しな が ら,こ れ らの 実 証 的研 究 か ら,統 合 的,あ るい は一 貫 し た結 果 が得 ら れ

て い る とは い い が た い 。 この こ と は,Silver(1982)も 指 摘 して い る とお りで あ る。

とこ ろ で,こ れ らの 実 証 的 研 究 の 基 本 的 枠 組 を検 討 して み る と,注 目す べ き点 が指 摘 で き

る。 た とえ ば,Bishopeta1.(1973)はRage(1965)の 組 織 構 造 論 に も とつ い て,小 学

校 を対 象 と した 因 子 分 析 的 研 究 を行 な っ て い る が,そ の 結 果,析 出 され た 因子 は,(1)公 式 化

(formalization),(2)集 権 化(centralization),(3)複 雑 性(complexity),(4)教 師 の 専 門 的 自

律 性(professionallatitudeorautonomy)で あ っ た。 こ れ らの 因 子 に も とつ い た 尺 度 が,

前 述 した よ うな 実 証 的 研 究(Miskeletal.,やNierenbergetal.等 の 研 究)で 利 用 さ れ

て い るの で あ る。 このBishOPら の 因子 と,そ の 基 礎 と な っ てい るHageの 理 論 を比 較 し

て み る と,Hageの 理 論 で設 定 さ れ て い る組 織 構 造 に 関 す る次 元 は,(1)複 雑 性,(2)集 権 化,

(3)公式 化,(4)成 層 化(stratification)の4つ で あ る。 す な わ ち,BishoPら の研 究 に お い て,

一 般 組 織 と異 な る因 子 と して
,成 層化 に か わ って,教 師 の 自律 性 が見 出 さ れ た の で あ る。 こ

の 点 に つ い ては,BishOPら を は じめ と し て,他 の研 究者 もほ とん ど考 慮 す る こ と な く,そ

の 尺 度 を使 用 して い るの で あ る。

他 方,こ の よ うな学 校 の組 織 的 特性 に 関 す る=考察,す なわ ち,組 織 構 成 員 の 自律 性 の 高 さ

に 着 目 して,Bidwell(1965)やWeick(1976)は,学 校 組 織 を構 造 的 緩 慢 性(structural

looseness),あ る い は緩 慢 連結 構造(looselycoupledstructure)と し て と ら え よ う と して

い る。Weickに よ れ ば,緩 慢 連 結 構 造 とは,「 連 結 した諸 要 素 が,相 互 に 応 答 的 で は あ る が,

各 事 象 が 自 らの ア イデ ン テ ィ テ ィ を保 持 し,か つ 物 理 的 ・論 理 的 な分 離(separateness)を

保 持 す る」(p.3)構 造 で あ る 。 す な わ ち,組 織 に お け る,垂 直 的,水 平 的 な両 関 係 に お い

て,相 互 依 存 性 が低 く,そ の職 務 遂行 上 の 意 思 決 定 が 各 構 成 員 ご と に相 対 的独 立 性 を もっ て

な され る組 織 で あ る とみ な して い るの であ る。

か か る学 校 組 織 の 特性 は,次 の よ うな研 究 の結 果 か ら も示 唆 ざ れ て い る。 た と え ば,
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Cusik(1981)は,・ ・イ ・スクールにおける・教師の行動を 観察した結果から,教 師の教育活

動は,監 督の欠如,教 室における教師の孤立,お よび教育目標や教育課程に関する規準的見

解(standardopinion)の 欠如によって特色づけられると指摘している。 同様に,Hanson

(1977)も,学 校における教師と学校管理者(schooladministrator)カ ミ,それぞれ固有の

問題解決領域を有していることを指摘している。すなわち,教 師は,教 室内部に関する事項

(教室における教授一学習環境の整備等に関する事項等)に ついての問題を処理し,他 方,

学校管理者は学校全体の事項(学 校の予算に関する事項等)に ついての問題を処理し,さ ら

に,そ れぞれの固有の問題領域に,他 の一方の影響力が行使されることを拒否することも見

出している。

Weickは,緩 慢連結構造の機能上の利点として,(1)外 部環境の わずかな変動に対 して組

織全体が反応する必要性を減少 さぜる,② 外部環境の変動をとらえる感覚機能が鋭敏になる,

(3)外部環境の変動に対 して局所的適応を行な う,(4)外部環境の多様な変化に適応できる,㈲

組織の機能的損傷を局在化 し,組 織全体の傷害となることを回避できる,(6)組 織構成要素の

自律性を保持できる,(7)運 用コストが安い,等 をあげている。しかしながら,他 方,緩 慢連

結構造としての学校組織の機能上のデメリットも指摘されている。これについて,た とえば,

Cusikは,前 述したような観察結果について,学 校における教育課程の運用が,実 際には

教師の興味や関心によって左右 されるために,学 校が教育組織 としての統合性を欠いたもの

になっていること,教 師間の指導活動に対する取 り組み方や熱心さに相遣 がみら れ,子 ど

もに対する公平な教育を保証しているとはいえないこと等を指摘している。この こ とは,

Weickの 述べている機能上の メリットの反面 として,組 織としての 目標設定・・遂行能力に

おけるデメリッ トを示唆したものと考えられる。

このCusikが 示唆 している学校組織のデメリッ トこそが,わ が国においても,学 校組織

における主要な問題 となっているのである。吉本(1982)は,学 校の責任を考える際のひと

つの視点として,学 校は全体としての教育的機能を減退 させているのではないかとい う点を

あげている。 また,児 島(1980)も,1960年 代以降の教育内容の高度化,多 様化の方向のも

とで,教 師の専門分化を進行させた一方で,組 織全体としては分裂化 しており,協 働化が忘

れさられていると指摘 しているのである。

元来,緩 慢連結構造論は,前 述 してきたように,学 校組織と他の組織 との比較によって,

その特異性を明らかにしようとする試みである。しかしながら,こ のような特異性を強調す

るだけでは,吉 本や児島らが指摘した問題に対する解決策を見出し得ないのである。それと

は逆に,学 校組織における統合性や協働化の困難 さや欠如が指摘されるにすぎないのである。

ここに,学 校経営的視点にたった検討が求められる理由がある。すなわち,単 なる構造論

に終始するのではな く,学 校組織の統合性や協働化の促進に寄与する具体的な学校経営のあ
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り方についての基礎的研究が必要とされるのである。そして,こ のような基礎的研究の知見,

およびその検討を通 じて,緩 慢連結構造 とみなされている学校組織の変革のための手掛 りが

得られると予想されるし,さ らには,緩 慢連結構造 として学校を規定することの妥当性をも

再検討する契機が得られるものと考えられる。

実際,学 校は,組 織目標としての学校教育目標の設定,校 務分掌組織の整備や,校 内研修

会の設定等,組 織としての統合性をはかるための諸機構 を有 している。これらさまざまな組

織化のための機構によっても,緩 慢連結構造 としてのデメリッ トを克服してい くことはでき

ないのか,あ るいは,そ れを可能にするための条件は何かについて実証的に研究をすすめる

ことこそ必要とされているのである。

以上の研究動向とその考察にもとついて,本 研究では,学 校としての地震防災教育に対す

る取 り組み方の実態を明らかにしながら,そ れらと,教 師集団の目標の共有度と指導実施度

との関連を吟味しようとしたのである。つ まり,地 震防災教育を題材として学校経営の実態

と,教 師集団の協働化にとって必要であると考えられる教育目標の共有度と,指 導実施状況

との関連性を検:討し,学 校経営のあり方についての手掛 りを得ようとしたのである。

皿 方 法

1.調 査票の構成

調査票は,学 校用調査票と教師用調査票の2種 類を作成 した。

学校用調査票は,主 として,学 校としての地震防災教育に対する取 り組み方に関する質問

から構成した。たとえば,働 学校教育目標への地震防災教育の位置づけの有無,(2)授 業時間

中,休 み時間中,校 内での学校行事中,ク ラブ活動中 の4つ の状況において 突発的な地震

(震度W程 度)が 発生した際の,児 童の避難行動に対する学校としての対策案の有無,(3防

災訓練の年間実施回数,(4}地 震防災教育に関する研修会の有無,等 である。

この うち,② の学校としての対策案の有無については,「 先生の学校では,下 記の ような

場合に突発的な地震が発生 した時,児 童がどのような避難行動をとるべきか,決 めています

か」とい う質問項目に対して,「授業時間中」,「休み時間中」,「校内での学校行事中」,「 ク

ラブ活動中」 の4つ の場合を設け,そ れぞれについて,「 決めている」,「決めていない」,

「検討中である上の3つ の選択肢を設けた。 なお,「 検討中である」と回答 したものは,分

析の段階では,決 めていないものとみなした。この学校としての対策案は,実 際に,教 師が

児童に対 して避難行動に関する指導を行なう場合の一種の指導案であるとも考えられる。

一方,教 師用調査票は,α)教 師が認知 した地震防災教育に関する校内指導者,(2}児 童に対

しての避難行動についての指導実施度,(3)地 震防災教育を指導してい く上でのねらい,等 の
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項目から構成した。

この うち,教 師の認知 した校内指導者については,7項 目の質問(た とえば,「 地震防災

に関する資料や書物を求めて授業に役立てるようにい う」)等について,教 師に対して指導し

ている職位を,「校長」,「教頭」,「防災担当教師」,「教務主任あるいは学年主任」,「それ以

外の先輩,同 僚教師」,「特にいない」のなかから選択させるようにした。そして,こ れらの

選択肢の職位が,7項 目のうち,指 導者であるとしてえらばれた項目数をもって,そ の職位

の指導スコアとした。 したがって,各 職位の指導スコアの値域は,0か ら7ま でである。

教師の指導実施度については,学 校用調査票の②で説明した4つ の状況における避難行動

についての指導をどの程度行なっているかをたずねた。調査票では,そ の程度について,5

段階の選択肢を設けたが,分 析の段階では,「 非常に しばしば指導している ・かなりしばし

ば指導している」,「どちらともいえない」,「あまり指導していない ・全 く指導 していない」

の3つ のカテゴ リーに集約 し,そ れぞれに,3,2,1点 を与えることにした。

また,教 師の地震防災教育に関する指導上のねらいについては,8項 目の質問(た とえば,

「学校での避難の仕方の習得」,「自らの生命を自らが守るとい う態度の形成」等)に ついて,

教師がどの程度力点をおいて指導 しているかを,5段 階で回答 させた。ただし,分 析では,

「非常に力点をおいている ・かなり力点をおいている」,「どちらともいえない」,「あまり力

点をおいていない ・全 く力点をおいていない」の3つ のカテゴリーに集約した。そして,こ

の回答結果にもとついて,次 のような方法で,各 学校における教師集団の地震防災教育につ

いての目標の共有度を算出した。

目標の共有度鷺 昇/K

κ:8項 目のうち,各 学校の教師が1人 でも 「非常に力点をおいている ・かなり力点を

おいている」 と回答 した項 目の数(最 大8)

α:K個 の項目のそれぞれについて,「非常に力点をおいている ・かなり力点をおいて

いる」と回答 した各学校の教師数

1V:各 学校で調査票を回収できた教師の総数

この指標は,各 学校において,1人 以上の教師が力点をおいていると回答したい くつかの

項目に対して,同 様の回答を行なっている教師の比率が平均 してどの程度であるかを示すも

のである。最小値は0,最 大値は1で ある。8項 目のうち,い ずれの項 目に対しても 「非常

に力点をおいている。かな り力点をおいている」 とする回答が学校内で0入 のとき,こ の指

標は0と なり,す べての教師が一致して,1つ 以上の項目に対 して力点をおいていると回答

した場合,1と なる。



284

2.調 査 対 象

本研究において調査対象とした地域は,東 京都内の2・っの区と,静 岡県下の2つ の市であ

る。調査対象の選定にあたっては,『児童に対する 防災教育のあ り方に関する研究 一 小学

校防災教育体制の第1次 調査報告一 』の結果にもとづき,小 学校の防災教育体制が比較的

整備されていると思われる地域を選んだ。

学校用調査票は,こ の4つ の地域に属するすべての小学校に1部 ずつ配付 してい る。教師

用調査票については,東 京都内の2区 のうち1区 は13校,他 の1区 は14校 を,静 岡県下の2

市の うち1市 は9校,他 の1市 は10校 を抽出して配付した。この抽出校に対 しては,教 師用

調査票を12部ずつ配付した。そして,各 学年2名(年 長教師と年少教師)に それぞれ回答を

もとめた。

調査票は,1983年2月10日 から20日 にかけて配付した。調査票の回収数は学校用調査票が,

120票(配 付総数,160票)で あり,教 師用調査票が,37校 分,計427票 であった。

なお,本 調査は,小 学校防災教育体制に関する第2次 調査として実施 されたものであり,

本研究で報告する項目以外にも,地 震防災教育に関する教材や防災教育体制の有効性につい

ての評価等,さ まざまな項 目を含んでいる。本研究では,こ のような項目のなかで前述 した

問題に関する項 目について分析を行なったものである。その他の項 目の結果については,別

の機会に報告する予定である。

w結 果

1.地 震防災教育に対する学校の取 り組みの実態

まず,学 校用調査票の結果にもとついて,地 震防災教育に対する学校の対応をながめてみ

ることにしよう。

表1は,地 震防災教育について,学 校教育目標への位置づけ,校 内研修会の設定,学 校と

しての対策案,年 間防災訓練圓数,地 震防災授業の年間計画について集計結果を示 したもの

である。

表1に よると,学 校教育目標への 地震防災教育の位置づけ,地 震防災 教育に 関する校内

研修会の設定は,そ れぞれ,34校(28.3%),24校(20.0%)に すぎない。 また,学 校とし

ての対策案のうち,授 業時間中の突発的地震発生時については,104校(86.7%)の 学校で

準備 されているものの,学校行事中のそれについては,75校(62.5%)に まで低下している。

また,防 災訓練の年間回数では,1～4回 の学校と11回以上の学校に分布が集中しており,

学校としてのとりくみ方にパラツキが大きいことを示唆している。さらに,地 震防災授業の
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表1地 震防災教育に対する学校の取り組み:方の程度

校数()%

285

学校教育目標への位置づけ

校内研修会の設定

学校 としての対策案

a.授 業 中の突発的地震 発生時 の避難行動について

b.休 み時間中の突発 的地震発生時の避難行動に

ついて

c.校 内での学校行事 中の突発的地震発生時の避

難行動について

d.ク ラブ活動中の突発 的地震発生時の避難行動

について

防災訓練年間回数

地震防災授業の年間計画

無

有

無

有

無

有

無

有

無

有

無

有

1～4回

5～7回

8～10回

11回 ～

無

有

86(71.7)

34(28.3)

96(80.0)

24(20,0)

13(10.8)

107(89.2)

16(13.3)

104(86.7)

45(37.5)

75(62.5)

38(31.7)

82(68.3)

41(34.2)

10(8.3)

15(12.5)

54(45.0)

82(68.3)

38(31.7)

表2防 災訓練年間計画の原案作成者

校数()%

校 長 1(0.8)

教 頭 14(11。7)

防災担当教師 81(67.5)

運営委員会・企画委員刹 8(6.7)

職員会議 7(5.8)

その他 9(7.5)

年間計画については,こ れを作成している学校は38校(31.7%)で ある。

次に,表2は,防 災訓練の年間計画の原案作成者についての結果である。これによると,

81校(67.5%)の 小学校では,防 災担当教師が原案を作成 している。このように防災訓練計

画の原案は,校 務分掌組織にもとついて,そ の担当教師が主に作成 しているといえる。
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2,教 師用調査票の結果

次に,教 師用調査票の結果についての集計結果を紹介する。これまで述べてきた学校用調

査票については,120校 分の結果であるが,教 師用調査票については,そ のうちの37校 の教

師427名 についての結果である。

まず,表3は,教 師が認知した地震防災教育に関する校内指導者についての結果である。

表3地 震防災 教育に関す る指導 スコア

職 位 平 均 点 標 準偏 差

校 長

教 頭

防災担当教師

学年主任,教 務主任

その他の先輩 ・同僚 教師

特 にい ない

0.35

1.26

2.76

0.23

0.14

1.60

0.74

1.54

1.87

0.75

0.44

1.71

表4地 震防災教育における教師の指導目標
教師数()%

1.学 校内での避難 の仕方の習得

2.家 庭における避難の仕方の習

得

3.自 らの生命を自らが守 るとい
う態度の形成

4.地 震時における家庭 内での児

童 の役割の明確化

5.積 極的に罹災者を援助 する態

度 の形成

6.地 震発生の メカニズム,被 害
の大きさ等地震に関す る知 識
の習得

7.火 を消す など,被 害拡大を防

止するための知識の習得

8,地 震発 生に伴 う社会生活の混

乱(停 電や デマ等)に 対する
対応の仕方

カ

い
り
お
る

な
を

い

か
点

て

力
い

に
お
る

常
を

い

非
点
て

3

384

(91.0)

77

(18.2)

317

(74.8)

65
(15.5)

32
(7.6)

120
(28.4)

205
(24.4)

157

(37.2)

と
な

ら
え

ち
い

ど
も

い

2

30
(7.1)

149

(35。1)

85
(20.0)

149
(35.5)

131

(31.0)

153

(36.3)

114

(27.0)

142
(33.6)

あま り力
点 をおい
ていない

1

点
て

力

い
い

く
お
な

全
を

い

8

(1.9)

198

(46.7)

22

(5。2)

206
(49.0)

259

(61.4)

149

(35.3)

103

(24.4)

123

(29.1)
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これは,「:方法」の項で述べた方法で算出した各職位の 指導スコアの平均値を示したもので

ある。表3に よると,教 師に対する指導スコアが最 も高いものは,防 災担当教師,つ いで教

頭であ り,こ の2者 とくらべて他の職位の指導 スコアはかなり低いことがわかる。前述 した

防災訓練年問計画の原案が,主 に防災担当教師によって作成 されていたことと考えあわせる

と,地 震防災教育に関しては,防 災担当教師の果たしている役割が大きいことが予想される。

表4は,地 震防災教育における指導上の目標についての結果である。表4か ら,教 師の目

標は,主 に学校内での避難の仕方の習得,な らびに,自 らの生命を自らが守るという態度の

形成に向けられていることがわかる。

それでは,校 内での避難行動については,ど れほど実施しているのであろうか。表5は,

授業時間中,休 み時間中,校 内での学校行事中,ク ラブ活動中の4つ の状況で突発的な地震

が発生した際の避難行動について,児 童にどれほど指導しているかを集計 した結果である。

表5に よると,「 授業時間中」については,90%以 上の教師が指導していると回答 している

が,「 クラブ活動中」の場合には,34.4%に まで低下している。このことから,教 師の避難

行動に関する指導は,主 として,授 業時間中を想定したものであることがうかがえる。

表54つ の状況における突発的地震発生時の避難行動についての指導実施度

教師数()%

地震発生時の想定状況

1.授 業時間中

2.休 み時間中

3.校 内での学校行事中
(運動会,学 芸会 等)

4.ク ラ ブ活 動 中

非常によ く
指導 してい
る

3

か な り指導
している

386
(90.6)

296
(69.6)

172
(40.5)

146
(34.4)

と
な

ら

え
ち
い

ど
も

い

2

26

(6.1)

75

(17.6)

106

(24.9)

111

(26.1)

あ ま り指

導 してい
ない

1

導
な

指
い

く

て
全
し

い

14

(3.3)

54

(12.7)

147

(34.6)

168

(39.5)

3.教 師の指導活動と学校変数:との関連性

以上,学 校,教 師それぞれの回答についてその結果を概観してきた。ここでは,学 校 とし

ての地震防災教育についての取 り組み方を特色づける諸変数,す なわち,学 校教育 目標への

位置づけ,校内研修会の設定,学 校としての4つ の状況に対する対策案,防 災訓練年間回数,校

内の指導スコアおよび地震防災授業の年間計画等の学校変数 と,教 師の指導活動との関連に
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ついて検討する。ここでも,教 師用調査票を回収することができた37校 が分析の対象となる。

まず,表6は,「 方法」の項でのべた教師集団の目標の 共有度と学校変数間のクロス集計

を行なったものである。この表中では,教 師集団の目標の共有度を,低 ・高の2つ のカテゴ

リーにわけているが,こ れは,37校 の共有度の中央値(0.417)で わけたものである。 つま

り,各 学校の教師集団の目標の共有度をこの中央値よりも高いか,低 いかで区分 したのであ

る。防災訓練回数についても,11回 以上の学校を 「多」とし,10回 以下の学校を 「少」 とし

た。また,教 頭,防 災担当教師の指導スコアについて も,各 学校の教師の回答から防災担当

教師,教 頭の指導スコアの平均値(校 内平均値)を 求め,こ れが表3の 全体平均値よりも高

表6教 師集団の目標の共有度と学校変数とのクロス集計 校数

学 校 変 数

学校教育目標への位置づけ

校内研修会の設定

防災訓練年間回数

学校としての対策案

a.授 業時間中の突発的地震発生時の避難行動案

b,休 み時間中の突発的地震発生時の避難行動案

c.学 校行事中の突発的地震発生時 の避難行動案

d.ク ラブ活動中の突発的地震発生時の避難行動案

教師集団の目
標の共有度

低 高

無 16

有 3

無

有

少

多

無

有

無

有

無

有

無

有

17

2

12

7

2

17

3

16

7

12

4

15

14

4

14

4

5

13

2

16

3

15

9

9

6

12

有意水準

地震防災授業の年間計画
無

有

防災担 当教師 の指導 スコア

教頭の指導 スコア

低

高

低

高

14

5

8

11

12

P<.07

10

8

10

8

6

7 12

P<.07



教師集団の指導活動と学校経営上の諸要因との関連性について 289

いか,低 いかで2つ のカテゴリーにわけたのである。なお,こ れ以外の指導スコアは,表3

で示 したように極めて低かったので分析から除外した。

この表6に よると,防 災訓練回数と,教 頭の指導スコアとが,教 師集団の目標の共有度と

の間に若干の関連をもつことが見出される。すなわち,防 災訓練回数の多い(11回 以上)学

校の方が少ない学校に くらべて,ま た,教 頭の指導スコアが高い学校の方が低い学校に くら

べて,教 師集団の目標の共有度が高 くなる傾向がある。

この2変 数以外には,教 師集団の目標の共有度とそれほどの関連があるものは見出されて

いない。

次に,教 師の指導実施度 と,こ れらの学校変数との関連について検討 してみる。表7～ 表

10は,授 業時間中,休 み時間中,学 校行事中,ク ラブ活動中のそれぞれの場合に,突 的的地

震が発生した際の避難行動について,教 師集団の指導実施度と学校変数とのクロス集計を行

なった結果である。学校変数のカテゴリー化については,教 師集団の目標の共有度の場合 と

同様の方法による。また,4つ の状況における指導実施度のカテゴ リー化は,ま ず,「方法」

で述べたように,選 択肢を点数化(3～1点)し,各 学校の教師め回答の平均値を求め,こ

表7「 授業時間中」の突発的地震発生時の避難行動についての教師の指導実施度と

数とのクロス集計学校変 校数

学 校 変 数

学校教育目標への位置づけ

校内研修会の設定

防災訓練年間回数

学校としての対策案

(授業時間中の突発的地震発生時の避難行動案)

地震防災授業の年間計画

防災担 当教師の指導 スコア

教 師 の指導実施度

低

無

有

無

有

少

多

無

有

無

有

低

高

教頭 の指導 スコア
低

高

13

2

12

3

6

9

2

13

10

5

9

6

7

8

高

17

5

19

3

11

11

2

20

14

8

9

13

11

11

有意水準
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表8「 休み時 間中」の突発的地震 発生時 の避難行動についての教師 の指導実施度 と

学校変数 との クロロス集計 校数

学 校 変 数

学校教育目標への位置づけ

校内研修会の設定

防災訓練年間回数

学校としての対策案

(休み時間中の突発的地震発生時の避難行動案)

地震防災授業の年間計画

防災担 当教師の指導 スコア

教頭の指導 スコア

教 師 の
指導実施度

低 高

無

有

無

有

少

多

無

有

無

有

12

4

12

4

10

6

2

14

12

4

18

3

19

2

7

14

4

17

12

9

有意水準

低

高

低

高

6

10

}
11

5

P<.1

12

9

7

14

P〈.1

れ を そ の学 校 の 教 師 集 団 の 指 導 実 施 度 と した。 そ して,37校 の 指 導 実 施 度 を,中 央 値 を基 準

に し て,高,低 の2つ の カ テ ゴ リー に分 割 し た の で あ る。4つ の 状 況 に お け る指 導 実 施 度 の

中央 値 は,「 授 業 時 問 中」 で は,2.91,「 休 み 時 間 中」 で は,2,58,「 学 校 行 事 中」 で は2.08,

「ク ラ ブ活 動 中」 では,1.91で あ る。

表7～ 表10を み る と,授 業 時 間 中 に お け る突 発 的地 震 発 生 時 を除 い て,他 の3つ の 場 合,

つ ま り,休 み時 間 中,ク ラ ブ活 動 中,学 校 行 事 中 に お け る突 発 的 地 震 発 生 時 の 避 難 行 動 につ

い て は,教 師集 団 の 指 導 実 施 度 と防 災 訓 練 回 数,な ら び に 教 頭 の指 導 ス コ ア との 間 に,あ る

程 度 の 関 連 が あ る こ とが 一 貫 して 見 出 さ れ る。 す な わ ち,上 記 の3つ の 状 況 にお け る避 難 行

動 の指 導実 施 度 に つ い て は,防 災 訓 練 の 多い 学 校 の方 が,ま た,教 頭 の 指 導 ス コ ア が高 い 学

校 の方 が,高 くな る傾 向 を見 出 す こ と が で き る。 これ ら2つ の 変 数 以 外 に は,こ の2変 数 ほ

どの 関 連 性 が 見 出 され て い ない 。

な お,表6～ 表10に お け る検 定 に つ い て は ヵ イ2乗 検定 を使 用 し,1つ の セ ルの 度 数 が5

以 下 の 場 合 に は,イ ェ ー ツの 修 正 を ほ ど こ してい る。
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表9「 学校行事 中」の突発的地震 発生時 の避難行動についての教師 の指導実施度 と

学校変数:との クロス集計 校 数

学 校 変 数

学校教育目標への位置づけ

校内研修会の設定

防災訓練年間回数:

学校としての対策案

(学校行事中の突発的地震発生時の避難行動案)

地震防災授業の年聞計画

防災担 当教師の指導 スコア

教頭 の指導 スコア

教 師 の
指導実施度

低

無

有

無

有

少

多

無

有

無

有

低

高

低

高

14

4

15

3

12

6

7

11

10

8

9

9

13

5

高
有意水準

16

3

16

3

5

14

P<.05

9

10

14

5

9

10

5

14

P<.05

V総 括と今後の課題

以上,地 震防災教育に関する調査結果について 示して きたが,こ こで,教 師の指導活動

(指導目標の共有度 と指導実施度)と 学校変数 との関連を中心に考察をすすめることにする。

まず,そ の結果を簡単にまとめてお くと,(1)本研究で設定した学校変数のなかでは,防 災訓

練回数:と教頭の指導スコアの2変 数:が,教 師集団の目標の共有度や,休 み時間中,学 校行事

中,ク ラブ活動中の地震発生時の避難行動に関する指導実施度とある程度の関連をもつこと

が示唆された。すなわち,防 災訓練の回数が多い学校の:方が少ない学校よりも,ま た,教 頭

の指導スコアの校内平均値が,全 体平均値 よりも高い学校の方が低い学校よりも,教 師集団

の目標の共有度が高 くなる傾向がみられるとともに,上 記の3状 況における教師の指導実施

度 も高 くなる傾向がみられる。(2に の2変 数以外の学校変数については,教 師集団の目標の

共有度と指導実施度 との問に,こ れら2変 数ほどの関連性がみとめられなかった。

これらの結果から,本 研究でとりあげた変数についてみれば,防 災訓練の年間回数 と,教

頭の指導 スコアの2つ の変数が,教 師集団の地震防災教育に関する目標の共有化や,教 師の
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表10「 クラブ活動中」の突発的地震発生時 の避難行動についての教師 の指導実施度

と学校変数 との クロス集 計 校数

学 校 変 数

学校教育目標への位置づけ

校内研修会の設定

防災訓練年間回数

学校 としての対策案

(ク ラブ活動中の突発的地震発生時の避難行動案)

地震防災授業の年間計画

防災担 当教師の指導 スコア

教頭 の指導 スコァ

教 師 の
指導実施度

低

無

有

無

有

少

多

無

有

無

有

低

'高

低

高

16

3

17

2

12

7

4

15

12

7

8

11

12

7

高
有意水準

14

4

14

4

5

13

Pく.07

6

12

12

6

10

8

6

12

P<.07

指導実施に関連をもつ主要な変数として示唆 される。このことについて考察をすすめてみよ

う。

まず,防 災訓練の回数について検討を行なう。防災訓練の特色は,学 校教育目標への位置

づけや校内研修会の設定,学 校としての対策案の策定等とくらべて,実 際の教師の指導活動

を不可欠の要素としているところにあると考えられる。すなわち,防 災訓練は,ほ ぼ全校の

教師がそれに同時的に参加するものであり,し かも,個 々の教師が一定の計画にしたがいな

がら,児 童に具体的な指導を行なわなければならない状況 を構成していると考えることがで

きる。さらに,防 災訓練の実施前 ・後に,そ の打ち合わせ会や評価的活動(た とえば,校 長

による講評であるとか,反 省会の実施等)が 行なわれるであろ うことを考えれば,こ のよう

な防災訓練の回数が増加することによって,教 師の指導実施度が増加するとともに,教 師の

目標の共有化が進行することは考えられ うることである。

このような防災訓練の特色を,学 校組織論 との関連で=考えれば,通 常の各教室を単位とし

た教授学習過程における学校組織の特性,す なわち,緩 慢連結構造としての学校を,防 災訓

練は,一 時的に緊密連結構造(tightlycoupledstructure)へ と変移させる機能を有すると
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考えることができる。前述したように,防 災訓練は,全 校的な計画とそれにもとつ く個々の

教師の具体的指導活動とが緊密に関連 しているとともに,防 災訓練時においては,全 校的に

整然 とした行動が要請され,一 部の教師の指導のまずさが,他 の教師あるいは児童の避難行

動に影響 をおよぼすからである。それゆえ,こ の防災訓練は,通 常の授業を中心とした学校

組織に,異 質な構造を一時的にもちこむ機能をはたしているものと考えられる。

従来,学 校組織については,当 然のことながら,個 々の教師による授業の遂行に焦点をあ

て,そ れに対応した組織構造を仮定してきた。その代表的なもののひとつが,緩 慢連結構造

論であるといえよう。たしかに,授 業は,教 師にとっての最も重要な職務であ り,そ のこと

に関する学校組織論が必要とされることはい うまでもない。しかしながら,本 研究の示唆す

るところによれば,日 常的な組織構造とは異質な,緊 密連結構造が学校組織にも一時的に形

成 されるとともに,そ のことが,当 該分野(本 研究でいえば,地 震防災教育)に おける教師

の指導活動に影響をおよぼしうるのである。

したがって,従 来からの学校組織論の他に,こ のような日常的な組織構造に対する一時的

変移機能を考慮 した,力 動的な学校組織論を検討 してい く必要があろ う。

さらに,学 校経営の視点からいえば,防 災訓練やその他め全校的行事が,教 師集団,さ ら

には子どもに対 してもつであろ う効果をいかに活用してい くかが,ひ とつの課題となる。教

師の職務環境の特性,す なわち,各 教室における個別的な授業の遂行 という特性から,授 業

場面についての教師集団の相互依存性がどうしても欠如する傾向にあるとすれば,か かる全

校的行事を活用した学校経営のあり方が考えられてもよいと思われる。もちろん,そ のため

には,教育課程における全校的行事の位置づけを明らかにするとともに,そ の他の教育課程 と

整合性を有するものとして設定 されていかねばならないであろう。本研究では,防 災訓練 と

い う特定の行事について,し かもその頻度に関してのみ分析したにすぎない。今後はこれら

の考察をふまえて,学 校組織の中に一時的に導入される緊密連結構造の実態,そ れが通常の

学校組織や教師集団の指導活動におよぼす効果,あ るいは,そ の効果性に影響を与えると思

われる全校的行事等の運営方法について,さ らに検討 してい く必要がある。

次に,教 頭の指導スコアについて考察 してみよう。

表3で 示されているように,地 震防災教育については,平 均的にみて,防 災担当教師の方

が,教 頭 よりも指導スコアは高い。 しかしながら,教 師集団の目標の共有度や指導実施度と

は,防 災担当教師の指導スコアよりも,教 頭の指導スコアにおいて,関 連性が示唆されてい

るのである。

従来,教 頭の リーダーシップについては,「 調整的 リーダーシップ」 が求められていると

されている。児島(1982)に よれば,こ れは,「校長の経営戦略に基づいて,そ れを,企 画

・実践してい く過程での日常的な学校の組織化,指 導性の発揮」(p.124)と い うことである。
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このように,教 頭は,特 定の目標にそって,教 職員を組織化し,そ の活動性を方向づける主

要な役割を担 っていると考えられているわけである。本研究における結果も,教 頭のリーダ

ーシヅプと,教 師集団の指導活動との間に何らかの関連があることを示竣するものであ り,

教頭の リーダーシップが学校経営上,き わめて重要な機能をはたすことを示すものであると

考えられる。

さらに,こ の点について,一 般教師の教頭への役割期待とい う観点から検討してみよう。

皇(1971)に よると,「教頭本来の職務 として 特に重要 と思 うもの」 とい う質問に対 して,

一般教師の回答で最も多いものは,「 職員会議,校 務分掌,各 種打ち合せ会,年 間教育計画

等の企画活動」(59.5%)で あり,つ いで,「教師の教育活動および研修に関する指導助言的

な仕事」(54.8%)と なっている。 この2つ の回答率は,他 の選択肢の回答率と比較してか

なり高い(第3位 の選択肢の回答率は21.4%)こ とも示されている。(p.78)こ の皇の結果

は,教 頭に対 して,一 般教師の側からも,企 画活動だけでな く,教 師の教育活動に対する指

導助言を期待 していることを示している。

このような一般教師側からの教頭の専門的 リーダーシップの発揮に対する期待を考えあわ

せると,教 頭の指導助言は,そ の頻度がわずかなものであっても,当 該分野における教師の

指導活動に対 して影響をおよぼしうることが考えられるのである。

以上のような:考察,な らびに本研究の結果から,単 なる校務分掌組織の整備のみならず,

教頭が,校 務分掌組織の機能をチェックしながら,時 として積極的に教師に指導することの

重要性が指摘されるのである。

ところで,児 島の所説にあるように,教 頭の リーダーシップは,校 長の学校経営の方針に

よって,そ の発揮される分野が異なって くると考えられる。.本研究に即していえば,地 震防

災教育に重点を置いた学校経営を意図 している校長と,そ うでない校長とでは,そ の下での

教頭の地震防災教育に関する リーダーシップに相違がみられると予想される。たしかに,本

研究においても,校 長自身が,教 師に対 して直接的に指導助言を行なうことは一般的に非常

に少ないことが見出されている。 しかし,校 長の経営方針が教頭の リーダーシップの方向性

を制約 しているとい う点においては,校 長の リーダーシップを無視することはできないので

ある。

本研究で示唆された結果,な らびにその考察を通して,次 のようなことが指摘できるであ

ろう。地震防災教育に関しては,学 校教育目標への位置づけ,校 内研修会,授 業の年間計画,

あるいは校務分掌 による担当者(防 災担当教師)の 指導助言,学 校としての 対策案の有無

等と教師の指導活動(指 導 目標の共有度や避難行動についての指導実施度)と の間に明らか

な関連が見出されず,そ れゆえ,こ れらの設定あるいは策定だけでは学校組織の統合性の保

持 ・促進にとっては効果が小 さいであろ う。この限 りにおいては,た しかに,学 校組織は緩



教師集団の指導活動と学校経営上の諸要因との関連性について 295

慢連結構造 として特色づけられる側面をもつ。しかし,学 校組織の統合性をはかる契機が全

くないわけではないことが示唆されたのである。それは,た とえば防災訓練のような,学 校

にとっては非日常的な組織構造をもちこむ全校的行事の実施によって,あ るいは,教 頭の指

導助言によって,そ のことの可能性が示唆されたのである。この点からみると,学 校組織は,

必ずしも他の組織 と異なるとはいえず,逆 に,他 の組織とも共通する組織化過程の有効性が

予想 しうるのである。したがって,授 業における教師の職務形態に由来する学校組織の特異

性のみに注目するのではな く,そ のなかで展開されている組織化過程に注 目すれば,学 校組

織についても,他 の組織において研究開発された手法や法則性が適用できる可能性があると

い うことである。

学校組織を緩慢連結構造 としてとらえようとする立場においては,し ばしば,教 育の目標

そのものが,包 括的 ・多義的であるがゆえに,組 織目標としての学校教育目標が抽象的かつ

あいまいになり,そ のために組織 目標と教師の実践,あ るいは教師間の下位 目標の分離 ・不

一致が生じると述べられている。このような論点にたてば,教 育組織である学校は,組 織的

統合性を欠いていることが常態とな り,そ の変革は極めて困難であることが指摘されること

になる。しかしながら,本 研究は,こ のような論点に対して,少 なくとも,学 校組織におい

ても,教 師集団の目標の共有度や,指 導実施度の観点からみれば,そ れらを向土 させうるこ

とが可能であることを示唆するものであるといえる。すなわち,学 校組織における統合性の

欠如が常態であるとい うとらえ方ではな く,そ れらを生み出す学校経営のあ り方こそが問題

とされるべきなのである。

本研究は,地 震防災教育とい う限定 された分野における研究である。しか も,サ ンプル数

の少なさや,探 索的研究であること等の点で限界をもつものである。今後,本 研究で示唆さ

れた諸点について,さ らに検証をすすめていくことが,前 述 した学校組織における課題にこ

たえてい くことにな.ると考える。
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ARESEARCHOFRELATIONSHIPSBETWEENTHE

ACTUALCONDITIONSOFSCHOOLMANAGEMENT

ANDTEACHINGBEHAVIOR

BasedonResearchaboutInstructionRelatedtoEarthquake

DisasterPrevention

HidekazuSAKO

Theproblemofthisstudyisinwhatorganizationalcharacteristicsofschools

haverelationshipstoteachingbehavior.・Thisstudydealswiththeinstruction

concerningthepreventionofearthquakedisaster.

Theteachingbehaviorismeasuredfromtwopoints,whichare(1)theextent

towhichtheinstructionaloblectsareholdincommonbyteachersinaschool,and

(2)thefrequenciesofinstructionsgivenbyteachers.Theschoolcharacteristics

aremeasuredby(1)whetherornot.educationalobjectsdecidedineachschool

containsomearticlesabouttheinstructionalfield(i.e.theinstructionconcerning

thepreventionofearthquakedisaster),(2)whetherornot .eachschoolhasits

instructionplans,(3)whetherorIlotteachers'studyorreseachmeetingisorga-

nized,(4)evacllationtrainingfrequencyaspreparationforeathquake,and(5)

Ieadershipoftheprincipal,headteacher,andothers.

Usingquestionnairemethod,wecollecteddatafrom37elementaryschoolsand

427teachersinTokyoMetropolisandShizuokaprefecture.

Theresultsobtainedareasfollows;

(1)Theheadteacherleadershipdealingwiththeearthquakedisasterpreven-

tion,andthetrainingfrequencytendtoberelatedtoteachingbehavior.The

resultsofoursurveyshowthatinschoolswheretheheadteachers'leadershipscore

ishigh,orthegeneralevacuatiollisfrequent,instructionalobjectsaremorecom_

monlyholdbyteachers,andteachersgivemorefrequentinstructionstopupils.

(2)Wedidnotfind,ontheotherhand,anyclearrelationshipsbetweenteach-

ingbehaviorandotherschoolcharacteristics.

Thoughschoolorganizatiollisconceivedaslooselycoupledstructure,itis

necessaryforschooltomaintainsomeorganizationalintegrityinordertoattain

certaineducationalobjects.Thisstudysuggeststhattheheadteachers'le艮dership

basedonexpertknowledge,andtheteachers'frequentparticipatiolltoplan

executionatschoollevellikeatraihingforgeneralevacuation,areimportant

factorsforrecoveryoftheintegrationofschoolorganization.


